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1 はじめに

情報通信研究機構（NICT）では、福島県のおお
たかどや山、及び佐賀/福岡県境のはがね山の送
信所からそれぞれ 40 kHz 及び 60 kHzの長波標
準電波（JJY）を送信している ［1］ ［2］。長波帯電波は
遠達性、透過性、安定性に優れているため、近来
標準電波業務への利用が高まっており、世界各地
で送信局の新設計画が進められる傾向にある。そ
れに伴って、共用または隣接周波数間の干渉が増
加する可能性が出てきている。外国旅行中に時計

が日本時間になり、時間帯によっては日本時間と
米国時間に交互に変わる事例も報告されてい
る。JJYの受信報告は米国西海岸、ヨーロッパ、
ニュージーランドなどから寄せられている。
長波は球面大地に沿って伝搬する地表波と、電
離圏下部で反射される空間波を合成したものが受
信される。中・短波帯に比べ太陽活動、地磁気活
動に伴う電離圏変動の影響は少ないが、大規模な
太陽活動の影響 ［3］や下層大気の変動の影響 ［4］を
こうむることがある。静穏時の電界強度は国際電
気通信連合無線通信部門（ITU-R）の勧告P. 684-5
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要旨
日本国内、及び海外で測定した長波標準電波の電界強度を基にPCベースの電界強度予測法を開発し、

国際電気通信連合無線通信部門（ITU-R）の勧告改定に反映した。改訂された予測法は波線法を用いて、
大圏距離 16,000 km まで適用可能である。距離特性、日周変化、地表波と空間波との干渉などの測定
結果は予測とよい一致を見た。ITU-R の勧告では 60 kHz より低い周波数では導波管法を推奨している
が、40 kHz まで波線法が適用可能であることを示した。遠距離伝搬では高次の電離層反射波による
フェージングが強くなり、また、各種雑音の影響が大きくなるので、高感度で信号分離性能の高い受
信システムの開発を進めている。

Numerical method to predict low frequency field strength was developed based on the 
worldwide measurement of LF standard frequency waves, and was accepted to revise the 
corresponding description in the recommendation of the International Telecommunication 
Union Radiocommunication Sector (ITU-R). Revised recommendation is suitable to predict the 
LF field strength up to 16,000 km by means of wave hop method. The measured range 
variation, diurnal variation, and interference between ground wave and sky waves are fairly 
agreed with the prediction. The wave hop method is shown to be applicable down to 40 kHz, 
whereas waveguide method is recommended below 60 kHz in the recommendation. A new 
sensitive and highly discriminative receiving system is under development for the long distance 
propagation including higher-order ionospheric reflection modes and many kinds of noise.
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「周波数150 kHz以下の電界強度予測法」 ［5］に従っ
て計算されるが、60 kHzより下の周波数では導波
管法を、60 kHzより上の周波数では波線法での計
算が勧められている。
NICT では 2004 年に JJY40 kHz と 60 kHz の
伝搬状況および受信品質を調査するため、北海道
から沖縄にいたる日本各地において、電界強度を
測定した ［6］ ［7］。測定データの解析には、2ホップ、
約 4,000 km以下の伝搬距離を対象として開発し
た近距離長波電界強度予測法を用い、距離特性、
日周変化特性に良い一致を見た。また、地表波と
空間波の干渉によって生じるMID（Maximum 
Interference Dip） ［8］も反射高度を69.4 kmとする
と計算と実測が整合することを示した。
近距離長波電界強度予測法では空間波を反射す

る電離圏D領域の反射高を放物線近似で表すモ
デルを使い、空間波の通路長の計算式に組み込ん
だ。また、吸収量は太陽天頂角の関数として記述
し、どの季節、時刻でも計算できるようにした。
この成果は ITU-R勧告の改訂に反映された ［9］ ［10］。
この勧告改訂により、従来150 kHz以下の空間波
電界強度予測を、主として図表を用いて計算する
という、時間と労力がかかり、かつ夜間と夏冬の
日中という限られた条件でしか予測できない制限
から解放され、PC上でパラメータを設定すれば、
任意の日時の予測ができるようになった。
さらに、10ホップ、16,000 kmまで計算できる
アルゴリズムを開発し、検証のために受信システ
ムを日米間、日本-南極間の船上に搭載し、2007
年から2009 年にかけて長波の遠距離伝搬特性に
主眼を置いた測定を行った ［11］ ［12］。この成果によ
り、ITU-Rの勧告は再度改定された ［5］ ［13］。最新
の勧告では波線法の章の、従来の図と表を用いた
計算法の次にPCベースの数値計算法が 2ホップ
まで、10ホップまでと順に収録された。
船上観測では日本から米国に接近するにつれ、
標準電波 60 kHzが JJYから米国の送信している
標準電波（WWVB）に移行する測定に成功した
が ［11］ ［12］、遠距離では空電雑音や都市雑音が卓越
することがわかり、市販の受信機による測定シス
テムからロックインアンプを用いた高感度、高選
択性受信システムの開発が始められている。
本報告では、最初に ITU-R 勧告に採用された

長波電界強度計算法を概説する。次に測定システ

ムについて述べ、日本周辺での近距離測定、船上
観測による遠距離測定結果を示す。最後に、これ
までの測定を基に開発中のロックインアンプ方式
高感度受信システムを紹介し、予測法の高度化の
方向性について議論する。

2 長波電界強度計算法

現行の ITU-Rの勧告 ［5］は波線法と導波管法を
併記し、60 kHzを境に低い周波数では導波管法
を、高い周波数では波線法での計算を推奨してい
る。導波管法は地球と電離層を横壁の無い導波管
と見立てて、可能なモードを計算する手法であり、
地表と電離層間の距離が数波長以下の低い周波数
には適しているが、送信点近傍では計算できな
い。波線法は光線が地表と電離層の間を反射する
多くの電波通路（波線）の合成から受信電界強度を
求める方法であり、直感的にわかりやすいが、波
動としての広がりを考慮していない。今回我々の
開発した電界強度予測法は、波線法を用いて地表
波と最大10回反射までの空間波を合成する。
垂直偏波で送信された電波が各反射点で偏波成
分が保存されながら伝搬し、地表に置いたループ
アンテナで受信された時の実効電界強度 E（mV/
m）は、10回反射までの空間波 Eskと地表波 Eg

との合成電界強度で表される。

 
（1）

空間波と地表波は、それぞれ伝搬距離による位相
項を含むが、ベクトル合成により受信電界強度を
計算する。Egは ITU-R勧告 P. 368-7 ［14］で与えら
れている多くの図表の中から内挿により目的の伝
搬距離に対応する電界強度を計算する。大地条件
の中から比誘電率εと導電率σの値として、海水
（ε： 70、σ： 5 S/m）、土（ε： 22、σ： 0.003 S/
m）および乾燥大地（ε： 7、σ： 0.0003 S/m）を選
択し、周波数については 40、50、75、100、150、
200、300、400、500 kHzから内挿する。

K回反射の空間波電界強度 Eskは次式で表され
る。

 
（2）
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ここで jは虚数単位、kは電波の波数であり、添
え字 Kと Lはホップ数と反射点番号を意味する。
反射点は地表や電離層の傾きを考慮せず、単に地
表距離を等分割した位置とする。Pt（kW）は実効
放射電力、Ψ Kは Kホップ波の仰角を表す。大地
での反射係数 Rgkは導電性地表の垂直偏波実効反
射係数として計算する ［15］。ここで大地の比誘電
率、電気伝導度はパラメータとして与える。各電
離層反射点で、太陽天頂角 xと電離層入射角 iを
算出し、電離層反射係数 RcK, Lを算出する。各
ホップの伝搬通路長 は地表距離と反射高度 Rh

が決まれば計算で求められる。Rhは電離圏下部の
電子密度分布によるが、2.1に述べる放物線分布
のD層の反射高度モデルを導入した。図 1に想定
している伝搬の模式図を示す。以下、その他のパ
ラメータについて概説する。

2.1 反射高モデル
電離圏のDからE領域にかけての電子密度分
布をパラボラ分布と仮定し、その最高周波数を
ITU-R 勧告 P. 1239 ［16］を用いて計算する。次に分
布の下限周波数 fbを10 kHzとして、層の最小半
層厚 ymin、最大半層厚 ymaxとE層の最高高度 hmax

に対してそれぞれ10 km、30 km、100 kmを与え
ると、夜間の最低反射高度は 90 km（hmax － ymin）
に、また昼間の最低反射高度は70 km（hmax － ymax）
になる。
例として、ある地点における反射層の高度分布

をh-f（周波数対反射高）曲線で表すと図 2のよう
になる。図において地方時 0時から3時の間は同

じとする。
反射高 Rhは次式のように計算される。

 
（3）
 

ここで

 
（4）
 

であり、ymmは

 
（5）
 

から求められる。また、 f k0（太陽天頂角が 0の時
の foE）、fmax（その地点での foE の最大値）
と foE（与えられた地方時における値）は文献 ［16］
の第 4章 foEの予測から計算できる。

2.2 集束係数 Fck

球面大地、球面電離層のモデルでは電離層で反
射されると集束効果が生じ、地表では発散とな
る。簡単のために両者が打ち消しあうものとし、
空間波では電離層反射1回分の集束係数 Fckを計
算する。従来の ITU-R勧告では昼間と夜間の2つ
の曲線により与えられていたが、両者を平均して
図 3のように周波数をパラメータとして与え、24
時間を通じて計算できるようにした。

2.3 アンテナ係数 Ftk、Frk

送信と受信アンテナ係数 Ftk、Frkは表 1に示す

図1 波線法の模式図 図2 電離層反射高モデル



時空標準特集特集

100 情報通信研究機構季報Vol.56 Nos.3/4  2010

3 つの大地条件に対して文献 ［5］が与えるアンテナ
係数曲線群から、仰角と周波数に関する補間によ
り求める。仰角が負になると回折波となるが、回
折損はこの曲線群に含まれる。

2.4 電離層反射係数 RcK, L

各反射点での電離層反射係数 RcK, Lは、図 4 （a）
～（c）に示すように黒点数（SSN）で表した太陽活
動度の最小（SSN： 0 ～ 25）と中間（SSN： 25 ～
75）、最大（SSN： 75 ～ 150）に分けて f cos（i）の
関数として表示した。任意の伝搬条件に対して
は、この 3図から補間により求める。ここで fは
周波数、iは電離層への入射角である。

3 長波標準電波電界強度の測定

標準電波 40 kHzと 60 kHzの電界強度を各地
で計測し、電界強度計算法で予測される値と比較
した。60 kHz 標準電波は米国でも送信しており、
測定した標準電波局の主要緒元を表 2に示す。
長波は距離数百kmまでは地表波が卓越し、そ

れ以遠は徐々に電離層反射による空間波に移行す
る。国内では高々2回反射まで考慮すれば充分で
あり、以下に述べる国内陸上での測定は2回反射
までの計算で考察した。

3.1 国内陸上での電界強度測定
陸上での測定は 2004 年 1月から 2月にかけて
実施した。測定はループアンテナと電界強度測定
器を用いて、送信局から100 kmごとに選定した

図3 集束係数（文献［5］による）

表1 大地常数

図4 電離層反射係数
太陽天頂角χをパラメータにした（a）太陽活動極小
期（SSN： 0～25）、（b）太陽活動中間期（SSN： 25
～75）、（c）太陽活動極大期（SSN： 75～150）の
電離層反射係数。横軸の f（kHz）は周波数、i は電離
層入射角であり、曲線は上から cos（χ）=－ 0.5、
－ 0.35、－ 0.21、0.0、0.2、0.375、0.55、
0.707、0.85、1.0 についてプロットした。（文
献 ［5］による）

表2 長波標準電波送信局主要緒元



特
集

日
本
標
準
時
の
高
度
化
／
長
波
標
準
電
波
の
電
界
強
度
計
算
法
の
開
発
と
測
定

101

地点に滞在して日周変化を測定する固定点測定
と、車両の走行中に連続的に測定し、距離変化特
性を測定する移動測定を行った。図 5に測定点を
示す。
測定の成果は文献 ［6］ ［7］ ［9］ ［12］にまとめられてい

るが、電界強度の距離変化、日周変化、MID ［8］の
測定値と2回反射まで取り入れた予測値はよい一
致を示した。図 6に電界強度の距離変化の予測と
観測例を示す。
この測定ではそれぞれの送信局から100 kmと
200 kmの地点で測定した電界強度から JJYの実
効 放 射 電 力を 40 kHz は 12.5 kW、60 kHz は

25 kWとした。本論でもJJYの送信電力にこの値
を採用する。
ITU-R 勧告では波線法の適用可能周波数は

60 kHzより上を推奨しているが、本測定により
40 kHzに対しても十分な精度で適用できることが
解かった。また、市販の電波時計が目安としてい
る、自動較正のための電界強度値 50（dBμV/m）
を国内全域で上回ることが確認された。

3.2 船舶による移動測定
3.2.1 測定システム
24時間自動的に電界強度と位相を測定するシス

テムを構築し、航行する船舶に搭載した ［11］。船舶
から見た送信局の方向は、航行と共に変化するの
で、搭載するアンテナは水平面内において無指向
性であることが望ましい。そこで 3軸直交ループ
アンテナを新たに開発し、船の実験室に近い手す
りに固定した。受信用ループアンテナの水平面内
指向性は全方向にわたって± 0.3 dB以内に収まっ
ていることを確認した。図 7に測定システムのブ
ロック図を示す。
電界強度測定器は、40 kHzと 60 kHzの周波数

ごとにアンテナのX、Y、Z軸について順次約0.1
秒ごとに100データをサンプリングし、基準発振
器による周波数毎の較正などを加え、1サイクル
を約3分で繰り返す。電界強度測定器のバンド幅
は200Hzで、感度は約 30 μV/mであった。各軸
の100個のデータの内、強い方から10番目の強度
（上十分位値、upper decile value）の自乗和の平
方根を電界強度の準尖頭値（QP： Quasi peak）と

図5 国内での電界強度測定点
固定測定点（●）、移動測定コース（太線）と JJY送
信局▲

図6 JJY40 kHz 電界強度の日中での距離変化
（・）は実測値、太線は地表波の、細線は2回反射ま
での合成電界強度の予測値。（文献［12］による）

図7 電界強度測定器による船上観測装置ブロッ
ク図
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録を示す。赤線がQP値、青線が 2回反射まで計
算した予測値、黒線が送信局からの大圏距離を示
す。9 月 3 日 ～ 7 日 お よ び 10、11 日 の 日 中 
JJY40 kHzは保守のため停波した。仙台に停泊中
の40 kHz、呉に停泊中の60 kHzの測定値は予測
値より数 dB高く記録されているが、都会に近く
停泊したので人工雑音によるものと思われる。前
後の航海中（黒線が傾いている部分）や他の停泊地
では測定値と予測値が一致している。
3.2.3 遠距離移動測定
2007 年 5月 13日に測定器を搭載した「Argus」

が東京大井埠頭を出港し、シンガポールに往復し
た後、日本の沖合から更に米国西海岸に往復し、
6月24日に同埠頭に帰着した。図 10に 5月31日
の日本沖合から大圏に沿って太平洋航路を往復し
た期間の電界強度を示す。測定値を赤、電界強度
計算法による予測値を青の実線で、4時間ごとの
空電雑音強度を緑の点で示した。また、JJY送信
局からの大圏距離を黒線で示す。
遠距離では受信波はレイレー分布に従って変動

すると仮定して、QPから 5.2 dBを差し引いて
MDに換算し、15計測（約 45分）を移動平均して
測定値とした。ITU-Rの勧告 372 ［17］は短波帯以下
の空電強度を季節と地方時別に24枚の世界分布
図で与えている。目的の地点の雑音指数 Famを
読み取り、次式により、受信機帯域幅と周波数の
補正を施して雑音電界強度を求める。

 
（6）

ここで En（dBμV/m）はバンド幅 b（Hz）の雑音電
界強度中央値であり、Famは中心周波数 f（kHz）
に対する、4時間のタイムブロック中の雑音指数
中央値である。太平洋航路での測定は、春から夏
の季節にかかっているので、航路上の4時間毎の
位置における Famの、春と夏の平均値を取り、
測定器に合わせて b= 200（Hz）の Enを算出した。
長波帯標準電波では距離 4,000 kmを越えるあ

たりから信号強度が背景雑音レベルと同程度とな
る。1時間ごとの呼出符号を聴取して信号の有無
を確認することはできるが、多大な労力と聴取技
術を必要とする。標準電波は長短はあるが、1秒
周期のパルスで振幅変調をかけていることを利用
して、自己相関係数による信号判定を導入した。

した。
本装置を南極観測船「しらせ」に搭載して 2006

年と2007年の日本を1周する訓練航海、2007年の
49次南極観測往復航路、日本郵船（株）のコンテナ
船「Argus」に搭載して2007年の東南アジア、北米
航路で測定した。図 8に船上観測コースを示す。
3.2.2 日本沿岸での測定
日本沿岸では地表波とたかだか 2回反射までの
合成波が電界強度の主要成分となり、空間波を反
射する電離層の変動によるフェージングは日入出
没時以外発生せず、測定した電界強度のQPと中
央値（MD： Median）に差はない。図 9に 2007 年
の「しらせ」訓練航海で日本沿岸を1周した時の記

図9 「しらせ」2007 年訓練航海での電界強度
変化
上段： 40 kHz
下段： 60 kHz
赤線は3分ごとの準尖頭（QP）値、青線は予測値を
示す。黒線は送信局からの大圏距離

図8 船上移動測定の航路図
赤線： 「しらせ」2006、2007年訓練航海と2007
年南極航路
青線： 「Argus」 2007年東南アジア、太平洋航路
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約 0.1 秒でサンプリングしている100 個の一連の
パルス列の自己相関係数を計算し、秒信号の周期
性が検出されれば標準電波であると判定し、検出
されなければ混信雑音とした。
日本からアメリカ西海岸にいたる太平洋航路で
は、40 kHzの測定値は、送信点から約 4,000 km
まではほぼ予測値と合っているが、それ以遠では
空電雑音レベルに近づき、受信感度の限界となっ
ている。図 8 （A）点に示す 2007年 6月5日の信号
強度は雑音レベルより十分高く予測値とよく一致

し、自己相関は秒信号の周期性を示している
（図 11 （a））。一方 2日後の図 8 （C）点に示す 6月7
日は、背景にある空電雑音の影響を受けて、自己
相関は図 11 （b）に示すように、周期性のない負の
値を示している。
40 kHz 波が距離と共に一様に減少したのと対

照的に、60 kHz波はアリューシャン列島の南方海
上辺りから電界強度は上昇に転ずる。その理由と
して米国は JJY と同じ 60 kHz で 標 準電波
WWVBを発射しているためと考えられる。
60 kHz 波測定値とWWVB波の強度予測値とを
コース全体にわたって示すと図 10下段のようにな
る。JJY60 kHzとWWVB60 kHz波がほぼ同じレ
ベルに達した6月5日（図 8 （A）点）の自己相関係
数は全体として周期性の無い一様な正の相関係数
を示した。それから12時間後の図 8 （B）点では
WWVB波が強くなり、相関係数に再び秒信号の
周期性が明瞭に現れた。上記により、米国西海岸
に近づくにつれ増加するのはWWVB波であるこ
とが明らかである。
図 10中・下段に示すように、60 kHz波の受信
強度については、太平洋航路全体として測定値と
予測値の間に非常によい一致が見られる。
一方、南極航路の「しらせ」は 2007 年 11月 14

日東京を離れ、11月28日オーストラリア西岸のフ
リーマントル着、12月3日同港を出航して南下し、
南極大陸沿いに昭和基地に向かった。また帰路は
2008 年 2月15日昭和基地を出発し、3月20日～

図11 40 kHz受信信号強度の自己相関係数
（a）航路上のA点（6月5日）
（b）航路上のC点（6月7日）
（文献［12］による）

図10 太平洋航路での電界強度の変化
（上： 40 kHz、中： 60 kHz-JJY、
下： 60 kHz-WWVB）
赤線 : 測定値
青線 : 計算値
緑点 : 空電雑音強度（［17］による）
（文献［12］による）
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3月 26日シドニーに寄港し、4月12日東京に帰着
した。オ－ストラリア以遠は伝搬距離が 9,000 km
を超えて信号強度が弱くなるが、数日間は JJY波
と確認できた。図 12に南極航路の40 kHz（上）と
60 kHz（下）の受信電界強度、予測値、空電雑音
強度予測値、送信局からの大圏距離の推移を示
す。上下図とも、左半分が日本からフリーマント
ルを経由する往路、右半分がシドニーを経由して
日本に戻る復路に当たる。南極航路は太平洋航路
ほど大圏路に沿っていないが、時間経過がほぼ伝
搬距離に比例する表示になっている。
40 kHzについては、フィリピン東方を南下する

2007年 11月18日頃から受信レベルが上昇し、雑
音性の速い変動を伴って高いレベルでフリーマン
トルまで推移している。自己相関係数法によると、
11月 17日（コース上D点）における JJY40 kHz
受信強度の自己相関係数には秒信号の周期性が明
瞭に現れた。これに対し、11月 18日（コース上

E点）は全く周期性のない負の相関係数となり、明
らかに雑音性のものであることが分かる。その上、
文献 ［17］で予測される空電雑音が信号レベル近く
まで上昇している。したがって11月18日以降フ
リーマントルまでの受信データの大部分は空電雑
音の影響を受けている、と推察される。ただし、
11月 24日だけは、40 kHz 波と 60 kHz 波ともに
信号の周期性が確認された。さらにフリーマント
ル出港後、最後に60 kHz波が確認されたのは12
月 6日であり、送受信点間距離は約 9,300 kmで
あった。
復路については、南極からシドニーに向かう航

路上の、3月15日から 3月17日までの間だけ受
信波が 60 kHzと確認された。その最遠地点は南
緯 50度で、送受信点間距離約 9,600 kmであっ
た。それ以降はシドニー近傍の都市雑音及び
ニューギニア近傍の空電雑音の影響を受けて信号
は確認できず、赤道を超えた 4月 2日からは 
JJY波が受信された。
南極航路全体としては、熱帯性空電雑音の影響

を受けたため、特に40 kHz波は往路約2,000 km、
復路約 4,000 kmまでしか連続した測定値は得ら
れなかった。しかし 60 kHz 波は往復路とも約
8,000 kmにわたって予測値強度とよく一致する信
号を受信することができた。また受信点が都市部
近傍を通過する際には、40 kHz、60 kHzとも強い
人工雑音による受信障害を受けた。

4 高感度受信システムの開発

上述の受信システムは国内陸上での電界強度測
定を基に設計されたものであり、遠距離での観測
には感度が不足している。また、国内の手動観測
では問題にならなかったフェージング、雑音・混
信と信号の分離が自動観測では必須となる。太平
洋航路、南極航路では自己相関による1秒周期の
有無で信号の判定をしたが、混信の中で信号レベ
ルを決定するには測定信号の位相追尾、近隣のス
ペクトル、受信波の振幅確率分布（APD： Ampli-
tude Probability Distribution）解析のできること
が好ましい。岩間他は標準電波と雑音・混信の判
別にAPD、スペクトル解析を使い、東京および周
辺での測定では雑音・混信が標準電波より強くな
る場合のあることを示した ［18］。

図12 南極航路における電界強度実測値と予測
値との比較
上段 : 40 kHz
下段 : 60 kHz
（文献［12］による）
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図13に 2007 年の東南アジア航路の東京から高
雄（台湾）、蛇口（香港）を経てタイ沖合までの往路
の測定データを示す。1時間分の測定値を使い、
準尖頭（QP）値、中央（MD）値を算出した。
3,000 km 程度を境に QPとMDの差が生じ、
フェージングが生じていることを示す。また、寄
港地ごとに受信レベルが上昇し、都市雑音の強い
ことを示唆している。受信感度は 30dBμV/m程
度であるが、低緯度では空電雑音レベルが上昇
し、遠距離伝搬の解析には信号と雑音の分離能力
が不足している。
受信機の感度は帯域幅に依存するが IF段を極
端に狭帯域にすることは技術的に難しい。上記の
問題を解決するため、ロックインアンプによる受
信システムを開発している。ロックインアンプの
時定数を制御して等価的に狭帯域受信を実現して
いる。ロックインアンプ受信機のブロック図を
図 14 に示す。アンテナの X、Y 軸各端子に
40 kHz、60 kHz 用のロックインアンプを接続し、
連続して測定データをサンプリングする。ロック
インアンプの時定数を10 秒に設定して等価的に
0.2 Hzの帯域幅を実現している。
新旧の受信システムで 2009 年の「しらせ」南極

航路出発時に測定した記録を図15に示す。「しら
せ」は11月10日 3時（UT）に東京晴海埠頭を出港
した。JJY60 kHzの送信は 11月 10日の 11時 30
分～ 14時 30 分の間雷害回避のため止められた。
双方の受信システムはほぼ同じ強度変化を示す

が、停波期間中に示すようにロックインアンプは
電界強度測定器より15～ 20 dB感度が高いこと
がわかる。晴海埠頭停泊中、下段に示す位相は緩
やかな変化を示すが、出港と共に伝搬距離変化に

図13 東南アジア航路往路の40 kHz 測定値
赤線 : 1 時間準尖頭（QP）値
青線 : 1 時間中央（MD）値
緑点 : 空電雑音レベル
黒線 : 送信局からの大圏距離

図14 ロックインアンプを使った受信システム

図15 2009年11月10日「しらせ」出港時
のJJY60 kHz 測定記録
上段 : 黒線は JJY送信局からの距離（右目盛り）、
緑線は電界強度測定器（図 7）による受信記録、青
線はロックインアンプによる（図 14）受信記録。
下段 : ロックインアンプで受信した JJY60 kHz
の位相変化。
赤枠の期間 JJY60 kHz は停波した。
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応じて回転する。停波期間中はロックが外れてラ
ンダムな記録となるが、送信再開と共に位相を追
尾する。位相変化により標準電波受信の有無が容
易に判定できる事を示している。

5 考察

国内から約 8,000 kmに及ぶ太平洋と南極航路
全般にわたって、60 kHz 波の測定値と予測値は
非常に良く一致していることが分かった。一方
40 kHzについては、米国西海岸に近づく太平洋
航路の後半で測定値は空電雑音により予測値より
高めである。また南極航路でも40 kHz 波は空電
雑音の影響を受けて、遠距離まで一貫した測定
データを得ることはできなかったが、混信の弱い
一部の地域で信号が受信され、予測法は実測結果
と良く一致していることが確かめられた。全体と
して予測法 ［5］は妥当であるということができるが、
16,000 kmまで実証するには受信機の高感度化が
必須である。開発中のロックインアンプ方式では
10,000 kmを超える連続受信が期待される。また、
位相追尾、APD解析による信号判別により、高精
度な解析が期待される。
長波電波の遠距離伝搬は、太陽活動、季節、時

間、送信諸元など多くの要因に依存するので、予
測法の改善のため、今後も種々の送受信条件及び
大地条件で実験と伝搬理論の改良を続ける必要が
ある。これまでの測定では図 4に示す 3つの太陽
活動の1つについて実証したに過ぎず、少なくと
も1太陽周期分の測定データを蓄積する必要があ
る。
ITU-R勧告の予測法は手計算の時代から大幅に

改善されたが、追加改訂を繰り返したので、波線
法の記述が図表による手計算と2ホップまで、10
ホップまでの数値計算法が混在してしまった。内
容を整理して書き直す必要がある。PC化するに
際して従来の予測法を踏襲したので、大地導電率
は地表波の計算に使う値と、アンテナ係数、空間

波の大地反射波に使う値が異なる。ITU-R勧告に
は大地電気伝導率の地図 ［19］もあり、これらの値を
取り入れれば勧告として一貫したものとなる。地
図データをアルゴリズムに組み込めば、現在手入
力で伝搬路の代表値を指定する仕様となっている
地表の誘電率と導電率を反射点ごとに自動的に入
力することができる。昨今のPCは処理能力、記
録容量が大きく、地図データをファイル化する障
害はない。地表波の計算ソフトウェアもITU-Rか
ら公表されているので、組み込むことが望ましい。
電離層の活動を表すパラメータは従来の慣行に

ならい、太陽黒点数（SSN）を採用しているが、下
部電離圏の電離は太陽からの軟X線～紫外線輻
射による。この波長の放射強度は黒点数より
2800 MHzの太陽電波強度（F10.7）が表すのに適
している。F10.7 は毎日カナダのペンティクトン
観測所の値がNOAAから公表されている。ま
た、NICTでも観測しており、ネットワーク越し
に自動取得が可能で、SSNによる3段階の活動表
示より連続的な太陽活動の指数が得られる。下部
電離圏のモデリングも精力的に進められており、
順次計算アルゴリズムに組み込むと共に、広範囲
にわたる測定により検証を進める必要がある。高
感度受信機の開発はその一歩となる。
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